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国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月10日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 8月31日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 8月31日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 8月31日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告�8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日

8 2016（平成28年）

山の日　本年から８月11日が、「山に親しむ機会を得て、山の恩恵に感謝する」日とし
て国民の祝日「山の日」になり、これにより、祝日の年間日数は16日となりました。山
の日の祝日化への動きは国際山岳年である平成14年頃から始まり、平成26年５月に議員
立法により山の日を祝日とする法案が成立しました。

ワン
ポイント

◆  8 月 の 税 務 と 労 務 8月 （葉月）AUGUST

11日・山の日
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８月号─2

　

労
働
者
派
遣
と
請
負
と
で
は
、
労

働
者
の
安
全
衛
生
の
確
保
、
労
働
時

間
管
理
等
に
関
し
て
、
雇
用
主
（
派

遣
元
事
業
主
、
請
負
事
業
者
）、
派

遣
先
及
び
注
文
主
が
負
う
べ
き
責
任

が
異
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、
業
務
の
遂
行
方
法
に

つ
い
て
労
働
者
派
遣
か
請
負
か
を
明

確
に
し
、
そ
れ
に
応
じ
た
安
全
衛
生

対
策
や
労
働
時
間
管
理
の
適
正
化
を

図
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

一
　
労
働
者
派
遣
・
請
負
と
は

①
　
労
働
者
派
遣

　

労
働
者
派
遣
と
は
、
派
遣
元
が

自
己
の
雇
用
す
る
労
働
者
を
、
派

遣
先
の
指
揮
命
令
を
受
け
て
、
こ

の
派
遣
先
の
た
め
に
労
働
に
従
事

さ
せ
る
こ
と
を
業
と
し
て
行
う
こ

と
を
い
い
ま
す
（
図
１
）。

②
　
請
負

　

請
負
と
は
、
労
働
の
結
果
と
し

て
の
仕
事
の
完
成
を
目
的
と
す
る

も
の
で
す
が
、
労
働
者
派
遣
と
の

違
い
は
、
請
負
に
は
、
注
文
主
と

労
働
者
と
の
間
に
指
揮
命
令
関
係

が
生
じ
な
い
と
い
う
点
に
あ
り
ま

す
（
図
２
）。

二
　
判
断
基
準

　

注
文
主
と
労
働
者
と
の
間
に
指
揮

命
令
関
係
が
あ
る
場
合
に
は
、
請
負

形
式
の
契
約
に
よ
り
行
わ
れ
て
い
て

も
労
働
者
派
遣
事
業
に
該
当
し
、
派

遣
元
・
派
遣
先
の
双
方
が
、
労
働
者

派
遣
法
等
に
基
づ
い
た
運
用
を
求
め

ら
れ
ま
す
。

　

仮
に
、
労
働
者
派
遣
事
業
の
許
可

を
受
け
ず
に
、
事
実
上
の
労
働
者
派

遣
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
、
い
わ
ゆ

る
「
偽
装
請
負
」
と
判
断
さ
れ
、
労

働
者
派
遣
法
等
に
抵
触
す
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

　

労
働
者
派
遣
と
請
負
の
区
分
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
基

準
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
の
で
、
そ

の
概
要
に
つ
い
て
触
れ
ま
す
が
、
詳

細
は
、
厚
生
労
働
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
公
開
さ
れ
た
資
料
、
都
道
府
県
労

働
局
へ
の
照
会
等
で
ご
確
認
下
さ
い
。

　

次
の
㈠
と
㈡
の
い
ず
れ
に
も
該
当

す
る
と
き
は
、
請
負
と
し
て
判
断
さ

れ
、
該
当
し
な
い
も
の
が
あ
る
と
き

は
、
労
働
者
派
遣
と
さ
れ
ま
す
。

㈠
　
労
働
力
の
直
接
利
用

　

次
の
①
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
に

も
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
、
自
己
の

雇
用
す
る
労
働
者
の
労
働
力
を
自
ら

直
接
利
用
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

①　
「
業
務
の
遂
行
」
に
関
す
る
指

示
そ
の
他
の
管
理
を
自
ら
行
う
も

の
で
あ
る
こ
と
。

②　
「
労
働
時
間
、
休
憩
、
休
日
等
」

に
関
す
る
指
示
そ
の
他
の
管
理
を

自
ら
行
う
も
の
で
あ
る
こ
と
。

③　
「
企
業
に
お
け
る
秩
序
の
維
持
、

確
保
等
」
の
た
め
の
指
示
そ
の
他

の
管
理
（
例
え
ば
、
服
務
規
律
に

関
す
る
指
示
や
労
働
者
の
配
置
な

ど
）
を
自
ら
行
う
も
の
で
あ
る
こ

と
。

　

前
述
の
図
２
で
は
「
請
負
」
の
形

態
を
示
し
ま
し
た
が
、
仮
に
「
注
文

主
」
か
ら
「
請
負
業
者
の
労
働
者
」

に
業
務
遂
行
の
指
示
を
行
っ
て
い
る

と
き
は
、
①
に
該
当
し
な
い
こ
と
と

な
り
、「
請
負
」
で
は
な
く
「
労
働

者
派
遣
」
と
判
断
さ
れ
る
可
能
性
が

あ
り
ま
す
。

　

こ
の
場
合
、
法
に
即
し
た
運
用
へ

と
改
め
る
に
は
、
注
文
主
か
ら
請
負

業
者
の
労
働
者
へ
の
指
示
を
行
わ
な

い
よ
う
に
す
る
、
ま
た
は
請
負
業
者

が
派
遣
元
と
し
て
の
許
可
を
受
け
た

上
で
労
働
者
派
遣
を
行
う
方
法
が
考

え
ら
れ
ま
す
。

㈡
　
相
手
方
か
ら
の
独
立

　

次
の
①
か
ら
③
ま
で
の
い
ず
れ
に

も
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
、
請
負
契

約
に
よ
り
請
け
負
っ
た
業
務
を
自
己

の
業
務
と
し
て
契
約
の
相
手
方
か
ら

労
働
者
派
遣
と
請
負

図 1　労働者派遣

派遣契約派
遣
元

雇用関係

派遣労働者

派
遣
先

指揮命令関係

図 2　請負

請負契約請
負
業
者

雇用関係

労働者

注
文
主



3─８月号

独
立
し
て
処
理
す
る
も
の
で
あ
る
こ

と
。

①　

業
務
の
処
理
に
要
す
る
資
金
に

つ
い
て
、
す
べ
て
自
ら
の
責
任
の

下
に
調
達
し
、
か
つ
、
支
払
い
を

す
る
こ
と
。

②　

業
務
の
処
理
に
つ
い
て
、民
法
、

商
法
そ
の
他
の
法
律
に
規
定
さ
れ

た
事
業
主
と
し
て
の
す
べ
て
の
責

任
を
負
う
こ
と
。

③　

次
の
イ
又
は
ロ
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
単
に

肉
体
的
な
労
働
力
を
提
供
す
る
も

の
で
な
い
こ
と
。

イ　

自
己
の
責
任
と
負
担
で
準
備

し
、
調
達
す
る
機
械
、
設
備
若

し
く
は
器
材
（
業
務
上
必
要
な

簡
易
な
工
具
を
除
く
）
又
は
材

料
若
し
く
は
資
材
に
よ
り
、
業

務
を
処
理
す
る
こ
と
。

ロ　

自
ら
行
う
企
画
又
は
自
己
の

有
す
る
専
門
的
な
技
術
若
し
く

は
経
験
に
基
づ
い
て
、
業
務
を

処
理
す
る
こ
と
。

三
　
対
応
例

①
　
注
文
主
か
ら
の
ク
レ
ー
ム
対
応

　

注
文
主
か
ら
請
負
業
者
に
対
し

て
、
作
業
工
程
の
見
直
し
や
欠
陥

商
品
を
製
作
し
直
す
こ
と
な
ど
発

注
に
関
わ
る
要
求
や
注
文
を
行
う

こ
と
は
、
業
務
請
負
契
約
の
当
事

者
間
で
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、

注
文
主
か
ら
請
負
労
働
者
へ
の
直

接
の
指
揮
命
令
で
は
な
い
の
で
労

働
者
派
遣
に
は
該
当
せ
ず
、
偽
装

請
負
に
も
あ
た
り
ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、
注
文
主
が
直
接
、
請

負
労
働
者
に
作
業
工
程
の
変
更
を

指
示
し
た
り
、
欠
陥
商
品
の
再
製

作
を
指
示
し
た
場
合
は
、
直
接
の

指
揮
命
令
に
該
当
す
る
こ
と
か
ら

偽
装
請
負
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

②
　
注
文
主
の
労
働
者
と
請
負
労
働

者
の
混
在

　

注
文
主
の
労
働
者
と
請
負
労
働

者
が
混
在
し
て
い
た
と
し
て
も
、

そ
れ
だ
け
を
も
っ
て
偽
装
請
負
と

は
判
断
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

た
だ
し
、
注
文
主
と
請
負
業
者

の
作
業
内
容
に
連
続
性
が
あ
る
場

合
で
あ
っ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
作
業

ス
ペ
ー
ス
が
物
理
的
に
区
分
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
や
、
そ
れ
ぞ
れ
の

労
働
者
が
混
在
し
て
い
る
こ
と
が

原
因
で
、
注
文
主
が
請
負
労
働
者

に
対
し
、
業
務
の
遂
行
方
法
に
必

然
的
に
直
接
指
示
を
行
っ
て
し
ま

う
場
合
は
、
偽
装
請
負
と
判
断
さ

れ
ま
す
。

③
　
注
文
主
が
行
う
技
術
指
導

　

注
文
主
が
請
負
労
働
者
に
対
し

て
行
う
技
術
指
導
等
と
さ
れ
る
も

の
の
う
ち
、
次
の
例
に
該
当
す
る

場
合
に
つ
い
て
は
、
そ
の
行
為
が

行
わ
れ
た
こ
と
を
も
っ
て
、
偽
装

請
負
と
判
断
さ
れ
る
も
の
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

イ　

請
負
業
者
が
、
注
文
主
か
ら

新
た
な
設
備
を
借
り
受
け
た
後

初
め
て
使
用
す
る
場
合
等
に
、

設
備
の
貸
主
と
し
て
の
立
場
に

あ
る
注
文
主
が
、
借
り
手
と
し

て
の
立
場
に
あ
る
請
負
業
者
に

対
し
て
、
設
備
の
操
作
方
法
等

に
つ
い
て
説
明
を
行
う
際
に
、

請
負
業
者
の
監
督
下
で
労
働
者

に
説
明
（
操
作
方
法
等
の
理
解

に
特
に
必
要
と
な
る
実
習
を
含

み
ま
す
）を
受
け
さ
せ
る
場
合
。

ロ　

新
製
品
の
製
造
着
手
時
に
、

注
文
主
が
請
負
業
者
に
対
し
て
、

請
負
契
約
の
内
容
で
あ
る
仕
様

等
に
つ
い
て
補
足
的
な
説
明
を

行
う
際
に
、
請
負
業
者
の
監
督

下
で
労
働
者
に
説
明
（
資
料
等

を
用
い
て
行
う
説
明
の
み
で
は

十
分
な
仕
様
等
の
理
解
が
困
難

な
場
合
に
特
に
必
要
と
な
る
実

習
を
含
み
ま
す
）
を
受
け
さ
せ

る
場
合
。

ハ　

注
文
主
が
、
安
全
衛
生
上
緊

急
に
対
処
す
る
必
要
の
あ
る
事

項
に
つ
い
て
、
労
働
者
に
対
し

て
指
示
を
行
う
場
合
。

④
　
資
材
等
の
調
達
費
用

　

請
負
業
務
の
処
理
に
必
要
な
資

材
等
に
つ
い
て
は
、
請
負
業
者
の

責
任
に
よ
り
調
達
す
る
こ
と
が
必

要
で
す
が
、
資
材
等
の
価
格
が
不

明
確
な
場
合
で
、
予
め
契
約
を
締

結
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、

請
負
業
務
に
か
か
る
対
価
と
は
別

に
、
原
材
料
に
つ
い
て
実
費
精
算

す
る
こ
と
と
し
て
も
特
に
問
題
は

あ
り
ま
せ
ん
。

⑤
　
法
令
遵
守
の
た
め
の
指
示

　

労
働
安
全
衛
生
法
で
は
、
元
請

事
業
者
が
講
ず
べ
き
措
置
と
し
て
、

請
負
人
等
が
、
労
働
安
全
衛
生
法

令
の
規
定
に
違
反
し
な
い
よ
う
に

必
要
な
指
導
や
指
示
を
行
う
こ
と

が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
指
導
や
指
示
は
、

安
全
確
保
の
た
め
に
必
要
な
も
の

で
あ
り
、
元
請
事
業
者
か
ら
下
請

事
業
者
の
労
働
者
に
対
し
て
直
接

行
わ
れ
た
と
し
て
も
、
業
務
の
遂

行
に
関
す
る
指
示
等
に
は
該
当
し

ま
せ
ん
。



８月号─4

　平成28年４月より設けられた国民年金
の保険料に関する特例をご案内いたします。
①　事務処理誤りに関する特例
　年金事務所や市区町村役場による事務処
理誤りにより、国民年金保険料の納付がで
きなかった場合（参考：２年経過した保険
料は納付不可）は、申出をし、承認されると、
本来であれば納付をすることができない保
険料の納付や各種手続きをすることができ
ることとなりました。
　当時の状況について関連資料を集め、年
金事務所に対し、関連資料とともに所定の
書面を提出します。申出の根拠となる書類
として、相談票の控え、年金事務所の窓口
職員が交付した手紙やメモ、被保険者自身
が当時記入していたメモ等が該当します。
　特例保険料の金額は事務処理の誤りがあ
った当時の金額とされ、納付期限は申出が
承認されてから２年となります。

　なお、申出が認められない場合は、３か
月以内に文書または口頭で社会保険審査官
に審査請求（不服の申立て）をすることも
できます。
②　付加保険料の特例納付
　付加保険料の特例納付制度とは、付加保
険料を納付期限までに納めなかったことに
より、法律上辞退したものとみなされ、納
めることができなかった付加保険料を、過
去10年間までさかのぼって納めることを
可能とする制度です。
　付加保険料の額は１か月あたり400円と
され、65歳に達し老齢基礎年金の受給権
を取得したときには、１年につき「200円
×付加保険料の納付月数」により算出した
金額が付加年金として支給されます。
　なお、国民年金基金に加入している期間
については、付加保険料を納めることはで
きません。
　付加保険料の特例納付は平成28年４月
から３年間（平成31年３月31日まで）に
限られる点に注意を要します。

　平成28年４月より傷病手当金と出産手
当金の計算方法の変更（支給開始日以前１
年間の標準報酬月額の平均額を用いる）が
行われ、これに伴い申請時の添付書類が新
たに設けられました。
　申請期間の初日の属する月までの12か月
間に、勤務先変更、定年再雇用等で被保険
者証の番号変更があったとき、退職後に任
意継続被保険者になったときは、従前の会
社名、所在地、加入期間等を表示した所定
の添付書類を用意します（変更前後の事業
所とも全国健康保険協会の場合）。
　健康保険組合が解散し、全国健康保険協
会に加入した場合は、健康保険組合の名称
及びその加入期間を記入します。
　なお、現に加入している健康保険制度が
健康保険組合の場合は、各健康保険組合に
必要書類をお問い合わせください。

　
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ
る
ス
ト
レ

ス
チ
ェ
ッ
ク
が
当
分
の
間
努
力
義
務

で
あ
る
従
業
員
数
五
〇
人
未
満
の
事

業
場
が
、
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
や
そ

の
後
の
面
接
指
導
な
ど
を
実
施
し
た

場
合
、
費
用
の
助
成
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
の
助
成
は
、

従
業
員
一
人
当
た
り
五
〇
〇
円
を
上

限
と
し
た
実
費
額
、
面
接
指
導
は
産

業
医
一
回
の
活
動（
年
三
回
を
限
度
）

に
つ
き
二
万
一
、五
〇
〇
円
を
上
限

と
し
て
、実
費
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
前
年
度
と
は
要
件
が
変
更
さ
れ
、

他
の
小
規
模
事
業
場
と
団
体
を
構
成

す
る
こ
と
は
不
要
と
さ
れ
ま
し
た
。

　
届
出
・
申
請
は
独
立
行
政
法
人
労

働
者
健
康
安
全
機
構
へ
、
届
出
期
間

は
平
成
二
十
八
年
十
一
月
三
十
日
ま

で
（
届
出
期
間
中
で
も
申
請
の
受
付

を
終
了
す
る
こ
と
が
あ
る
）
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

国民年金保険料納付の特例

傷病手当金等の申請（健康保険）
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
実
施
の
助
成
金


